
 

   

Ｑ. 長男が設立した不動産管理会社が転貸方式（一括借上方式）によって父の賃貸不動産を借上げする場合、借上賃料は100、入居者への賃貸料は150であるとしたときに

税務上の問題は生じるか。 

 

【答え】 

 

① 不動産管理会社は、空室リスクを負担することになるため、借上賃料と転貸賃料の差額が大きくても税務上の問題は生じない。 

 

② 借上賃料と転貸賃料の差額が大きい場合、過大管理料として税務上問題となる。 

 

 

【解答】  

借上賃料と転貸賃料の差額が大きい場合、過大管理料として税務上問題となる。 

 

【解説】 

転貸方式とは、個人の不動産オーナーが、その所有する不動産を不動産管理法人に賃貸し、不動産管理法人が当該不動産を更に第三者に賃貸する方式で、サブリース方式とも呼ば

れます。転貸方式による場合、不動産管理法人は、個人の不動産オーナーからその所有不動産を賃借して賃借料を支払い、当該不動産を第三者に転貸して転貸料を得て、その差額を

収益としています。 

転貸方式においても、不動産管理法人がその不動産の管理業務を行うことが通常ですので、不動産管理法人が不動産オーナーに支払う賃借料と不動産管理法人が第三者から得る転

貸料収入との差額は、管理委託方式の場合における管理料と経済的実質において同一であると評価することができます。 

そのため、賃料差額が大きい場合には、税務調査において適正管理料の範囲内であるか判定され、過大と判定されると管理料は過大部分について個人の不動産オーナーの所得税の

修正申告が求められます。 
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